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備考

	高度土地利用調整事業
	調査・調整事業


	関係農家の意向調査活動、土地利用調整活動、関係機関との調整等調査・調整活動を行うために必要な経費。ただし、各年度の経費は、次に定める額を上回らないものとする。
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1/4（注１）
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	(1)補助金の増減

(2)事業主体の変更

(3)対象地区の間における補助金の配分の変更
	

	
	
	対象事業の受益面積

限度額(千円)

60ha未満

60ha以上200ha未満

200ha以上

　　1,500

　　2,000

    4,000


	
	

	農業経営高度化促進事業
	中心経営体農地集積促進事業


	中心経営体への農用地の集積・集約化に向けた促進支援。

　ただし、別表２に定める額を上回らないものとする。
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別表１（第３条、６条関係）
（注１）　農業生産基盤整備事業、農業生産基盤整備附帯事業及び営農環境整備事業の実施前に高度土地利用調整事業を実施する場合の補助率。

（注２）　農業生産基盤整備事業、農業生産基盤整備附帯事業及び営農環境整備事業の実施前に高度土地利用調整事業を実施した地区における、基盤整備事業実施一年目の補助率

（注３）　ただし、補助率10/10の対象額は農業生産基盤整備事業、農業生産基盤整備附帯事業及び営農環境整備事業の事業費に対する地元分担金を上限とする。上限を超える額については、国庫補助率を乗じた額とする。
別表２
	算　　定　　式

	ア　交付限度額＝生産基盤整備事業等の総事業費×助成割合（集約加算有）

区　　　　分
助成割合

集約加算有
　中心経営体集積率

（中心経営体集積率とは、農業競争力強化農地整備事業実施要領及び水利施設等保全高度化事業実施要領に定める率）
５５％以上６５％未満
６５％以上７５％未満

７５％以上８５％未満

８５％以上

0.055
0.065

0.075
0.085
0.065

0.085

0.105

0.125
（注1）農業競争力強化農地整備事業（農地整備事業）、水利施設等保全高度化事業の場合

（注2）集約加算は中心経営体の経営等農用地面積の80％以上を集約化する場合

（注3）生産基盤整備事業等の実施期間中に交付する場合は、促進計画の流動化計画に定める目標年　　度までに段階的に設定された集積率の要件を満たす場合に限り、交付を受けていない前年度までの生産基盤整備事業等の事業費を交付限度額の対象とする。
イ　交付限度額＝生産基盤整備事業等の総事業費×助成割合

区　　　　分
助成割合

　中心経営体集積率

（中心経営体集積率とは、農山漁村地域整備交付金実施要領別紙１－１第５の１（３）に定める率）
３５％以上４５％未満
４５％以上５５％未満

５５％以上６５％未満

６５％以上７５％未満

７５％以上

０．０３５

０．０４５

０．０５５

０．０６５

０．０７５

（注）農山漁村地域整備交付金の場合


